
Ⅲ-3-⑭原子力（各国の原子力利用動向）

世界各国における原子力発電利用の現状と将来に向けた考え方を明示している国を分類した図（IAEA）です。

現在、原子力を利用中の国は32ヵ国、未利用の国は20ヵ国。また、将来的に利用する意向の国は44ヵ国で、

将来的にも利用しない国は8ヵ国となっています。

現時点で未利用でも、将来は利用するとしている右上の16ヵ国の動向が大きく影響しています。

出所：資源エネルギー庁審議会資料 P34
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（2024/6/25第39回原子力小委員会）

2022/2のウクライナ侵攻によって、エネルギー安全保障の重要性が増し、それまでは廃止するとしていた

国の中にも方針を変更した国があります（ベルギー、スイス、韓国）。また、今まで原子力がなかったイタリア

では、SMR建設の動きが出ています。

2022/2以降の状況変化
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原子力の閉鎖等 直近の状況

2019年に廃止

（政府発表）
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（2017年に閣議決定）

原子炉の寿命で廃止
（2017年に法制化）
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2021/12の国民投票で原発の建設再開が否決。なお、原発廃止は今後の

電力の5割強をLNGに転換する計画の妥当性をどう考えるか次第

2022年の政権交代により、原子力推進に方針を転換した。また、民間によ

る海外の原子力建設も推進

現在稼働している原子炉が寿命となって廃止する場合においても、新設は
しないとしているもの。2023/11に稼働期間の延長計画を発表

2025年に閉鎖する計画であった原子力の中でも、比較的新しい2基につい

ては、10年間の延長とし、IAEAと共催で「原子力エネルギーサミット」開催

ウクライナ侵攻後の9月に廃止再検討。その結果、2基は2023/4まで延長

し、結局、廃止。電力料金は、フランス比で5割以上も高い。

2024年7月に推進協

力に係る覚書

フランスとの間に原子力利用の推進協力に係る覚書が締結され、SMRの

新設計画が浮上（鉄鋼連盟が深く関与）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/039_01_00.pdf


また、京都フュージョアリングは、英国政府から、原型炉概念設計契約に世界の企業から5社のメンバーに選定（2022/8公表）

・「米テラパワーは2024年6月に着工し、2030年に完成予定」は、2024/6/17電気新聞
・「米国Commomwealthが建設中(20億㌦調達)。2027年度稼働を視野」は、2024/7/8日経新聞
・「米国Herion Enerugyがプラズマ方式で2028年の発電を公表」は、

日本における10電力会社別の電気料金の比較表です。

原子力が再稼働している地域は電気料金が低く、未稼働の地域は電気料金が比較的高い結果となってい

ます。

また、企業が使う高圧や特別高圧の電気になると4割以上の差となってしまいます（詳しくは出典先参照）。

出典：資源エネルギー庁 資料1 P68

（2024/7/8第58回基本政策分科会）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

平均電気料金 26.4 25.6 23.5 21.6 23.3 20.3 23.8 22.0 19.1 24.7

原子力比率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.3 0.0 16.2 30.1 0.0
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関西の1.26倍、九州の1.34倍

原子力稼働原子力未稼働

30.3 30.1

（円/kWh）

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/058/058_004.pdf

